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第１章 検討の経緯 
 

１． インターネット接続サービスの高度化とその普及状況 

我が国で提供されているインターネット接続サービスは、電気通信技術の発展に伴い通信

速度の高速化が進んでいる。2001 年に登場した第 3 世代携帯電話（W-CDMA 等）の規格上の

通信速度は 384kbps であったのに対し、2006 年に登場した 3.5 世代携帯電話（HSPA 等）の

規格上の通信速度は 14.4Mbps、2010 年に登場した 3.9 世代携帯電話（LTE）の規格上の通信

速度は 75Mbps となっている。さらに、最近では 150Mbps に対応した 3.9 世代携帯電話（LTE）

のサービス展開も進んでおり、通信速度の高速化がますます進んでいる。 

図表 1-1 移動通信システムの進化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、近年、スマートフォンやタブレット端末等が急速に普及しており、2013 年度のス

マートフォンの出荷台数は、携帯電話全体の 75.5%と予測されている。加えて、2014 年には、

スマートフォン契約数が携帯電話の全契約の過半数を超える見通しとなっている。 

図表 1-2 スマートフォン国内出荷台数の推移・予測1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
                                                  
1 株式会社ＭＭ総研調べ（13 年度以降は予測値）「スマートフォン市場規模の推移・予測」（2013 年 10

月 9 日）。いずれも国内メーカー製品・海外メーカー製品を含む。PHS・タブレット端末・データ通信

カード・通信モジュールは含まない。 
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図表 1-3 携帯電話契約数とスマートフォン契約数の推移・予測2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このようなスマートフォン等の普及を背景に、移動系超高速ブロードバンド(3.9 世代携

帯電話(LTE)、広帯域移動無線アクセス(BWA))の契約数は、2013 年 9 月末現在、3,820 万契

約となっており、前年比約 3.4 倍と著しく増加しており、高速なインターネット接続サービ

スが利用者にとって身近なものとなってきている。 

加えて、このように高速なインターネット接続サービスの普及が進展した結果、利用者に

とって通信速度等のサービス品質がサービスを選択する上での重要な要素となってきてい

る。 

図表 1-4 超高速ブロードバンドサービス契約数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                  
2 株式会社ＭＭ総研調べ「スマートフォン契約数およびユーザーの端末購入動向」（2014 年 1 月 22 日）

（14 年３月末以降は予測値。PHS・タブレット端末・データ通信カード・通信モジュールは含まな

い。） 
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２．利用者視点を踏まえた ICT サービスに係る諸問題に関する研究会における検討 

高速なインターネット接続サービスの普及が進む中、これに伴い通信速度に関する利用者

からの苦情や相談が増加している。具体的には、全国消費生活情報ネットワーク・システム

(PIO-NET)3におけるスマートフォン4及びモバイルデータ通信に関する苦情・相談内容は、

解約関連、契約時等の説明不足に関するものが多いが、内容を詳細に分析すると、電気通信

サービスに直接関わるもの5の中では、通信速度等のサービス品質に関するものが上位に挙

がっている。 

図表 1-5 通信速度に関する苦情・相談の状況6［資料 1-3 より抜粋］ 

「スマートフォン」に係る            「モバイルデータ通信」に係る 

詳細キーワード別苦情・相談分析         詳細キーワード別苦情・相談分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                  
3 国民生活センターと全国の消費生活センター等をネットワークで結び、消費者から消費生活センターに

寄せられる消費生活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行っているシステム

(Practical Living Information Online Network System)。 
4 2013 年 3 月 1 日から 29 日までに受け付けられたもので、2013 年 4 月 25 日までに登録された「スマー

トフォン」（557 件）に関するものを分析。「スマートフォン」は「携帯電話サービス」、「携帯電話」に

区分されるもののうち、スマートフォンであると判別できたものを集計。 
5 スマートフォンについては、端末の自然故障や機種交換、バッテリー持続時間等、電気通信サービスそ

のものとは別の部分に係る問題も多く見られる。 
6 PIO-NET に登録された苦情・相談のうち、2013 年 3 月 1日から 29 日までに受け付けられたもので、2013

年 4 月 25 日までに登録された「スマートフォン」（557 件）及び「モバイルデータ通信」（319 件）に

関するものを集計。「キーワード」の集計結果は、本検討のために総務省が独自に行った相談事例の精

査・集計に基づくものであり、キーワード等も独自に設定。なお、一つの苦情・相談に対して、複数

のキーワードを独自に付与。 
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「利用者視点を踏まえた ICT サービスに係る諸問題に関する研究会（座長：堀部政男一橋

大学名誉教授）」では、このような通信速度に関する苦情・相談の内容を分析し、 

・近年、スマートフォン等の急速な普及に伴い、「最大通信速度（ベストエフォート）型

サービスとはいえ、うたわれている通信速度が実際と乖離している」、「勧誘・契約時の

説明と異なり、思ったほどの通信速度が出ない」といったスマートフォンやモバイルデ

ータ通信に係る苦情が増加していること 

・広告や販売勧誘の際に示される通信速度等のサービス品質の表示が規格値となっている

が、当該規格値では必ずしも利用者が期待しうる通信速度を踏まえている状況にないこ

と 

・事業者やメディア等が独自の通信速度に関する調査結果を公表しているが、基準にばら

つきがあり、比較が困難であること 

といった点を課題として捉え、その上で、利用者が正確な情報に基づき契約が可能となる

環境を整備するために、「事業者中立的な実効速度の計測・公表等の在り方について実証を

含め検討するとともに、通信速度の広告表示等について、実測値を表示・併記する等、利用

者に分かりやすく情報提供する方策を検討することが必要」との提言がまとめられている。 

こうした状況を踏まえ、「インターネットサービス品質計測等の在り方に関する研究会（座

長：相田仁東京大学教授）」が設置され、事業者中立的な実効速度の計測・公表等の在り方

について検討を行い、今般、その検討結果を第一次報告書（案）として取りまとめることと

したものである。 
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第２章 インターネットのサービス品質計測等に関する現状 
 

１．我が国におけるサービス品質計測等に関する現状 

我が国においては、ネットワークの品質管理やエリア改善等を目的に通信事業者によって

モバイルの実効速度等のサービス品質の計測が実施されている。また、調査会社等において

も、通信事業者ごとのサービス品質の比較結果等を利用者に情報提供することを目的にモバ

イルの実効速度等の計測が実施されている。 

これらの計測は、計測手法、計測の規模、結果の公表方法等が異なっており、それぞれの

基準に基づき実施されているところ、計測手法等の詳細は以下のとおりである。 

 

（１）通信事業者によるサービス品質計測の現状 

通信事業者による実効速度等のサービス品質の計測は、ネットワークの品質管理やエリア

改善等を目的に、駅、商業施設、レジャースポット等の人が集まる地点で社員等により実施

されていることが多い。また、新端末の発売時等、利用者の実効速度に対する関心が高い時

期に合わせて計測が実施されることもある。 

計測手法に関しては、計測を実施する場所の選定方法、計測を実施する時間、計測回数、

計測ツール等が事業者間で異なっており、それぞれ独自の基準に基づいて計測が行われてい

ると考えられる。事業者ごとの詳細な計測手法については、以下のとおりである。 

 

①株式会社 NTT ドコモ 

株式会社 NTT ドコモでは、ネットワークの品質管理やエリア改善等を目的として、以下

のようなカテゴリの中から売上高や利用者数の多い場所を選定して、全国規模で実効速度

等の計測を実施している。 

・買い物施設 

・レジャースポット 

・イベント、スポーツ施設 

・待ち合わせスポット、ビジネス街、繁華街 

・主要駅 

・空港 

・その他（大学等）  

本計測では、一地点当たり 5回計測を行い、計測結果のうち最大値と最小値を除く 3回

の計測結果の平均値をその地点の計測結果として算出している。また、計測には特定の通

信速度調査アプリを使用し、1MB のファイル（ポータルサイト、ニュースページ程度）の

ダウンロードや 0.5MB のファイル（写真程度）のアップロード等を行い、実効速度を計測

している。 
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図表 2-1 株式会社 NTT ドコモにおける実効速度の計測方法［資料 1-5 より抜粋］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

②KDDI 株式会社 

KDDI 株式会社では、ネットワークの品質管理やエリア改善等を目的に実効速度等のサー

ビス品質の計測を実施している。具体的には、全社員の端末に専用の計測アプリを搭載し、

利用時に実効速度が遅かった地点や圏外の地点、接続不可や切断が発生した地点等のデー

タを簡単に申告できる仕組を構築している。 

図表 2-2 KDDI 株式会社における実効速度の計測方法［資料 1-6 より抜粋］ 
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③ソフトバンクモバイル株式会社 

ソフトバンクモバイル株式会社では、ネットワークの品質管理や一般ユーザへの情報提

供等を目的として、乗降客数の多い駅やランドマークスポットなど利用者ニーズの高い地

点において実効速度等の計測を実施している。計測は、主に新サービスの開始、新商品の

発売、ネットワーク拡充展開のタイミングに合わせて行われており、トラヒックの多い時

間帯と少ない時間帯でそれぞれ実施されている。また、一地点当たりの計測回数は 3 回と

しており、計測端末についてはユーザの人気が高い端末が使用されている。計測用のアプ

リについては民間会社が提供するものを利用し、社員等が計測を行っている。 

図表2-3 ソフトバンクモバイル株式会社における実効速度の計測方法［資料1-7より抜粋］ 

 

④イー・アクセス株式会社 

イー・アクセス株式会社では、ネットワークの品質管理等を目的として、主に全国の主

要な駅、空港、地下街など移動通信サービスの代表的な利用シーンを想定して実効速度等

の計測を実施している。また、一地点当たりの計測回数は 5 回としており、計測用のアプ

リについては民間会社が提供するものを利用している。 

図表 2-4 ① イー・アクセス株式会社における実効速度の計測方法［資料 1-8 より抜粋］ 
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（２）調査会社等によるサービス品質計測の現状 

調査会社等による実効速度等のサービス品質計測では、計測員が実際に計測地点に行って

計測を行う「計測員による実地調査」方式による計測の他に、一般ユーザに計測用のアプリ

を配布し（一般ユーザが計測サイトにアクセスして計測する場合を含む。以下同じ。）、当該

ユーザによる計測結果を収集する「一般ユーザによるアプリ計測」方式での計測も実施され

ている。 

「計測員による実地調査」方式による計測の場合、通信事業者による計測と同様に、駅、

商業施設、レジャースポット等の人が集まる地点で実施されることが多く、計測地点が2,000

地点に及ぶ大規模で全国的な計測も実施されている。計測手法については、計測を実施する

場所の選定方法や時間等が調査会社等間で異なっており、それぞれ独自の基準に基づいて計

測が行われていると考えられる。 

また、「一般ユーザによるアプリ計測」方式で計測を行っている調査会社等では、1日に 3

万から 5万件の計測結果が集まっており、当該結果を集計した上で公表を行っている。通信

事業者にとって公平な計測とするため、①計測サーバをIX直下（もしくはIXに近いところ）

に設置、②計測のための専用回線の用意、③待ち行列を作ることによる同時計測数の制御等

を実施している。 

これらの調査会社等による計測手法等の詳細は以下のとおりである。 

 

①株式会社 MM 総研 

株式会社 MM 総研は、「計測員による実地調査」方式により実効速度の計測を実施してい

る。 

計測場所については、日本全国を網羅するため、全国の各地方（北海道、東北、北陸、

関東、甲信越、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）からそれぞれ人が集まる都市・地

域を民間事業者が提供している指標を元に 10 カ所ずつ選定し、当該都市・地域の中の駅

周辺の主要な店舗や公共施設で 3カ所ずつ計測を実施している（合計 300 地点）（参考資

料 1）。また、自動車や電車による移動中の計測については、同一地点での複数回の計測が

困難であることから、全て屋外で静止した状態で計測を行っている。 

計測時間については、早朝・深夜を除く時間帯として 8時から 20 時までの間に設定し

ており、一地点当たりの計測回数は 3回としている。 

また、計測用の端末については、LTE に対応した最新のスマートフォンやユーザの間で

話題となっているスマートフォンを利用しており、計測用のアプリについては民間会社が

提供するものを利用している。 
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図表 2-5 株式会社 MM 総研における実効速度の計測方法［資料 2-2 より抜粋］ 

 

②株式会社日経 BP コンサルティング 

株式会社日経 BP コンサルティングは、「計測員による実地調査」方式により実効速度の

計測を実施している。 

計測場所については、民間事業者が提供しているレジャーランド、駅、空港等の利用者

数に関する指標等を元に、全国 47 都道府県の人の集まる場所を中心に選定しており、計

測地点数は、1 回目の計測が 1,188 地点、2 回目の計測が 2,147 地点となっている。また、

移動中の計測は、計測するタイミングが少しずれた場合に、同一の計測場所として扱うこ

とが困難になるおそれがあるため実施していない。 

計測時間については日中の活動時間帯に合わせて 9 時から 19 時までの間に設定してお

り、一地点当たりの計測回数は 3 回としている（参考資料 2）。 

計測用の端末については、OS 別の各通信事業者の売れ筋のものを利用しており、計測用

のアプリについては民間会社が提供するものを利用している。また、端末にキャッシュが

残っていることにより実効速度の計測結果に影響を与える可能性があるため、計測の度に

キャッシュをクリアすることとしている。 
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図表 2-6 株式会社日経 BP コンサルティングにおける実効速度の計測方法 

［資料 2-3 より抜粋］      

 

③株式会社イード 

株式会社イードは、「計測員による実地調査」方式に加え、「一般ユーザによるアプリ計

測」方式による実効速度の計測を実施している。 

「一般ユーザによるアプリ計測」方式による実効速度の計測を行うため、株式会社イー

ドでは、計測用のアプリとして、「RBB Today Speed test」を一般ユーザに提供しており、

2013 年 11 月までに約 70 万ダウンロードされ、1 日に 3 万回から 5 万回の計測が一般ユー

ザによって実施されている。 

この計測用アプリは、一定時間内（上り、下り、各 7 秒間）に複数回の実効速度の計測

を行い（参考資料 3）、上位と下位の結果を除いた残りの結果から平均値を算出する仕組み

となっている（参考資料 4）。また、計測の際には、2 つのサーバに接続してそれぞれ遅延

を計測し、遅延が少ない方のサーバに接続して計測する仕組みとなっている（参考資料 5）。 

加えて、通信事業者にとって公平な計測とするため、①計測サーバを IX 直下（もしく

は IX に近いところ）に設置、②計測のための専用回線の用意、③待ち行列を作ることに

よる同時計測数の制御等を実施している（参考資料 6）。 
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図表 2-7 株式会社イードの実効速度の計測用アプリ［資料 2-4 より抜粋］ 
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２．諸外国におけるサービス品質計測等に関する現状 

諸外国では、「利用者のサービス選択に資する情報提供」及び「事業者間競争の促進によ

るサービス品質の向上」等を目的に、政府・規制機関等が主体となって、モバイルの実効速

度等の計測及び計測結果の公表が行われている。 

我が国における実効速度の計測手法やその公表等の在り方について検討を行うに当たり、

諸外国における実効速度計測の実施・検討状況等について調査を行った結果は、以下のとお

りである。 

 

（１）イギリス 

イギリスにおいては、利用者のサービス選択に資する情報提供を目的に、2010 年にモバ

イルブロードバンド(PC ベースのモバイルデータ通信)の実効速度等の計測が実施された。

通信事業者間の違いや典型的な都市部及び郊外による違い、時間帯による違い、固定ブロー

ドバンドとの違いといったモバイルブロードバンドの品質把握も計測の目的とされている

（参考資料 7）。 

Ofcom（通信庁）は 2010 年以降、モバイルブロードバンドの計測を実施していないが、ス

マートフォン等の携帯電話端末での計測を 2014 年に予定しており、実施に向けた検討を進

めている。 

2010 年に実施されたモバイルブロードバンドの実効速度等の計測の概要は以下のとおり

であり、目的に応じて「定点観測」、「計測員による実地調査」、「一般ユーザによるアプリ計

測」の 3つの方式で実施している。 

○ 実施主体 ：Ofcom 

○ 委託先   ：Epitiro 社 

○ 実施予算 ：非公開 

○ 計測方式 ：定点観測、計測員による実地調査方式、一般ユーザによるアプリ計測方式 

○ 計測場所（参考資料 8） 

・定点観測：通信事業者間の実効速度の比較を目的に、全国の主要都市等約 100 カ所に

おいて、全ての通信事業者の計測を同時に実施している(24 時間×2～3週

間程度の定点観測)。 

・計測員による実地調査：都市部、都市周辺、農村部といったエリア間の通信品質のば

らつきの把握や、各エリア内における通信品質のばらつきの

把握を目的に、都市部、都市周辺、地方都市、地方・農村部

のそれぞれで平日の昼間に限定して計測を実施している。 

（都市部:Birmingham、都市周辺:Manchester～Liverpool の

高速道沿い、地方都市:Swansee、地方・農村部:West Midlands

地方） 

・一般ユーザによるアプリ計測：利用者が実際に利用可能な通信速度を把握するため、

利用者に専用のソフトウェアを配布し、自動的に計測

を実施している（合計 1,179 人からデータを取得）。 
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○ 計測項目：上り/下りの実効速度、遅延、パケットロスに加えて、電波状態（信号強度、

受信電力等）等も計測している（一部、定点観測でのみ計測）。 

○ 計測結果の公表 

・定点観測：各通信事業者の実効速度を一定幅（95%信頼区間）で公表し、通信事業者

間の比較も実施している。 

・計測員による実地調査：都市・地方都市等の各地域における平均実効速度等を公表し

ている。通信事業者ごとの計測結果は公表しておらず、事業

者間比較も実施していない。 

・一般ユーザによるアプリ計測：利用者間の実効速度のばらつきを公表している。通信

事業者ごとの計測結果は公表しておらず、事業者間比

較も実施していない。 

 

図表 2-8 定点観測による計測結果の公表方法［資料 2-1 より抜粋］ 

出所）Ofcom : Measuring Mobile Broadband in the UK report 
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図表 2-9 計測員による実地調査方式による計測結果の公表方法［資料 1-4 より抜粋］ 

出所）Ofcom : Measuring Mobile Broadband in the UK report 

 

 

 

図表2-10 一般ユーザによるアプリ計測方式による計測結果の公表方法［資料1-4 より抜粋］ 

 

出所）Ofcom : Measuring Mobile Broadband in the UK report 
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（２）フランス 

フランスにおいては、利用者のサービス選択に資する情報提供及び事業者間競争の促進に

よるサービス品質の向上を目的に、2012 年にモバイルの実効速度等の計測が実施された。 

ARCEP(電子通信・郵便規制機関)は 2011 年 2 月に、「通信事業ならびに郵便事業者におけ

る消費者への情報提供の改善」の提言を出し、提供するサービス品質に対する透明化等を掲

げている（参考資料 9）。 

2012 年に実施されたモバイルの実効速度等の計測の概要は以下のとおりであり、計測員

による実地調査により、通信事業者別、エリア別の実効速度等を計測している。 

○ 実施主体 ：ARCEP 

○ 委託先   ：AFD Technologies 社 

○ 実施予算 ：非公開 

○ 計測方式 ：計測員による実地調査方式 

○ 計測場所の選定（計測地点数） 

・全国 54 の都市（14 の大都市、20 の中核都市、20 の小規模都市）において、合計 1683

地点で実施している（参考資料 10）。 

・人口 40 万以上の大都市は全て計測の対象とし、中核都市（人口 5万～40 万）、小規模

都市（人口 1万～5万）の選定は対象となる都市からランダムに選定している。 

・各都市内におけるメッシュの選定は、人口等を勘案しながらランダムに行っている。 

○ 計測項目：上り/下りの実効速度を 2回計測している。また、SMS/MMS の送信-到着時

間、ウェブサイトへのアクセス時間、動画を視聴した場合の品質等も計測

している。 

○ 計測時間帯：  

9 時～12 時 12 時～13 時

（ピーク） 

13 時～15 時 15 時～18 時

（ピーク） 

18 時～21 時

22.5％ 10.0％ 15.0％ 22.5％ 30.0％ 

（12 時～13 時、18 時～21 時をピーク時間帯と設定）。 

○ 計測端末：各通信事業者から発売されている iPhone、Galaxy を基本とし、最新のネッ

トワークに対応している端末として iPad3 も一部で利用している。 

○ 計測結果の公表：各通信事業者の比較を実施しており、ヒストグラムで計測決結果の

分布を公表している。 
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図表 2-11 実効速度の計測結果の公表方法［資料 1-4 より抜粋］ 

出所）ARCEP モバイル回線の品質調査 2012 
 
（３）アメリカ 

アメリカにおいては、NBP(National Broadband Plan)に基づき、消費者のサービス選択に

資する情報提供及び事業者間競争の促進を目的に、2013 年 11 月からモバイルの実効速度等

の計測が開始され、2014 年 2 月現在も実施中である（参考資料 11）。 

計測は、利用者にスマートフォン用の計測アプリを配布し、一般ユーザによる計測結果を

収集する形で行われており、その概要は以下のとおりである。なお、FCC（連邦通信委員会）

は、計測の実施に当たり、プロセス及び計測結果の透明性を確保するため、 

・計測手法等の検討において通信事業者や学術研究者を含む多様なステークホルダーと連携 

・計測アプリのオープンソース化（参考資料 12） 

・計測結果の全てのローデータを FCC のウェブサイトに公開 

といったことを行っている（ローデータの公開は予定。）。 

○ 実施主体 ：FCC 

○ 委託先   ：Samknows 社 

○ 実施予算 ：モバイルに加えて固定ブロードバンド回線計測を含め 2 年間で 500 万ドル 

○ 計測方式 ：一般ユーザによるアプリ計測方式 

○ 計測項目：上り/下りの実効速度、遅延、パケットロス、位置情報等を計測している。 

○ 計測時間帯：一般ユーザによるアプリ計測であるが、基本的に自動で計測される（7

時～20 時の間で 3 つの区分に分けてスケジューリングしている）。 

○ 計測結果の公表：計測結果として、地理的な各メッシュにおいて、通信事業者ごとの

実効速度等を公表する予定となっている。また、計測結果を第三者

が自由に利用できる仕組みについても整備する予定となっている。 
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図表 2-12 FCC の配布している計測アプリ［資料 2-1 より抜粋］ 

出所）FCC 発表資料 

 

 

図表 2-13 計測結果の公表イメージ［資料 2-1 より抜粋］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）FCC 発表資料 
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第３章 インターネットのサービス品質計測等の在り方 
 

１．計測手法について 

（１）計測方式 

第２章で示したとおり、我が国の通信事業者・調査会社等によるモバイルのサービス品質

計測や諸外国におけるモバイルのサービス品質計測では、「計測員による実地調査」方式、

「一般ユーザによるアプリ計測」方式及び「定点観測」方式のいずれかの方式が採用されて

いるところである。 

このうち、「定点観測」方式については、計測場所となる施設の管理者との交渉や電源の

確保などが必要であり、計測を実施するためのコストが他の方式に比べて大きいため、同方

式による計測を全国の多数の地点で実施するのは困難と考えられる。 

また、「一般ユーザによるアプリ計測」方式は、大量の計測結果を低コストで得られる可

能性があり、現在「計測員による実地調査」方式で計測を実施している諸外国においても同

方式による計測の導入が検討されているが、同方式による計測は、大量のサンプルを確保す

る仕組みを構築するために一定の期間が必要となるため、すぐに実行に移すことは困難であ

る。 

そのため、諸外国や我が国の通信事業者・調査会社等の計測の実績・ノウハウの活用、短

期間・集中的な計測による広告表示への迅速な適用が可能になること等から、我が国におい

ては、まずは、「計測員による実地調査」方式で計測を行うこととする。 

また、一定規模以上のサンプルデータが確保された段階で、「一般ユーザによるアプリ計

測」方式又は両方式共用による計測が行えるよう、「計測員による実地調査」方式による計

測と並行して「一般ユーザによるアプリ計測」方式への移行について検証を進めていくこと

とする。 

なお、「一般ユーザによるアプリ計測」方式は、速度制限が課せられたユーザによる計測

結果が含まれるおそれや、ユーザによる計測が、通信速度が出ていないと感じるような状況

において行われ、計測結果に偏りが生じる可能性等があるため、その対策を含め検証を進め

ていく必要がある。 

 

（２）計測条件及び計測項目 

我が国で「計測員による実地調査」方式により実効速度等のサービス品質を計測するに当

たっては、計測手法の詳細について設定する必要がある。我が国の通信事業者・調査会社等

によるモバイルのサービス品質計測、諸外国におけるモバイルのサービス品質計測、国内の

他の調査（家計調査等）のサンプリング手法等を踏まえて設定した計測条件や計測項目は次

のとおり。 

 

①計測場所 

計測場所については、利用者の実態を反映する際のコストの観点から、人口が集中する

場所の中から選定することが効率的であると考えられる。また、人口が集中する場所はト
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ラヒックも集中するため、通信速度が出にくく、利用者の苦情につながりやすいことも人

口密集地で計測する理由の一つである。具体的には、以下の手順に従い、計測場所を設定

することとする。 

（ⅰ）政令指定都市、県庁所在地（特別区を含む。）の中から、計測の度に地理的分布

を考慮した上で、計測を行う都市をランダムに選定する。具体的には、各地方（北海

道・東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州・沖縄）から一定数の都市を選定す

る（参考資料 13）こととし、特別区は毎回選定することとする。選定する都市の合

計は 15 都市程度を想定しているが、具体的な数や選定方法については、実証実験を

踏まえて最終決定することとする。なお、ランダムに選定することとしたのは、計測

実施主体の裁量を可能な限り抑制し、事業者中立性を確保するためである。 

 

図表 3-1 政令指定都市、県庁所在地別人口［平成 22 年国勢調査（総務省統計局）］ 

 

（ⅱ）計測地点の選定に当たっては、まず（ⅰ）で選定した都市の中から、計測するエ

リアを選定する。エリア選定に当たっては、総務省統計局が提供する「地図で見る統

計（統計 GIS）」（図表 3-2 参照）を活用することとする。地図で見る統計（統計 GIS）

では、日本全国を 500m 四方のメッシュで区分けし、当該メッシュごとに国勢調査の

結果（常住人口等）や経済センサスの調査結果（従業者数等）を把握することが可能

となっている。そのため、これを活用し、本計測手法では、オフィス街・繁華街を想

定して従業者数が多いメッシュ、住宅地を想定して常住人口が多いメッシュ、そして

駅が含まれるメッシュの中からランダムに計測を行うメッシュを選定することとす

る。なお、ランダムに計測地点を選定するソフトについては、国（総務省）が開発す

ることとする。 

 

No 都道府県名 都市・区名 人口 No 都道府県名 都市・区名 人口 No 都道府県名 都市・区名 人口
1 東京都 特別区 8,945,695 21 岡山県 岡山市 709,584 41 岩手県 盛岡市 298,348
2 神奈川県 横浜市 3,688,773 22 鹿児島県 鹿児島市 605,846 42 福島県 福島市 292,590
3 大阪府 大阪市 2,665,314 23 愛媛県 松山市 517,231 43 三重県 津市 285,746
4 愛知県 名古屋市 2,263,894 24 栃木県 宇都宮市 511,739 44 茨城県 水戸市 268,750
5 北海道 札幌市 1,913,545 25 大分県 大分市 474,094 45 福井県 福井市 266,796
6 兵庫県 神戸市 1,544,200 26 石川県 金沢市 462,361 46 徳島県 徳島市 264,548
7 京都府 京都市 1,474,015 27 長崎県 長崎市 443,766 47 山形県 山形市 254,244
8 福岡県 福岡市 1,463,743 28 富山県 富山市 421,953 48 佐賀県 佐賀市 237,506
9 神奈川県 川崎市 1,425,512 29 香川県 高松市 419,429 49 山梨県 甲府市 198,992

10 埼玉県 さいたま市 1,222,434 30 岐阜県 岐阜市 413,136 50 鳥取県 鳥取市 197,449
11 広島県 広島市 1,173,843 31 宮崎県 宮崎市 400,583 51 山口県 山口市 196,628
12 宮城県 仙台市 1,045,986 32 長野県 長野市 381,511 52 島根県 松江市 194,258

13 福岡県 北九州市 976,846 33 和歌山県 和歌山市 370,364
14 千葉県 千葉市 961,749 34 奈良県 奈良市 366,591
15 大阪府 堺市 841,966 35 高知県 高知市 343,393
16 新潟県 新潟市 811,901 36 群馬県 前橋市 340,291
17 静岡県 浜松市 800,866 37 滋賀県 大津市 337,634
18 熊本県 熊本市 734,474 38 秋田県 秋田市 323,600
19 神奈川県 相模原市 717,544 39 沖縄県 那覇市 315,954
20 静岡県 静岡市 716,197 40 青森県 青森市 299,520
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図表 3-2 「地図で見る統計（統計 GIS）」の 500m メッシュ［総務省統計局提供］ 

 

（ⅲ）次に、「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッ

シュ（住宅街）」、「駅が含まれるメッシュ」の中から、国（総務省）等の事業者中立

的な視点に留意可能な機関が緯度・経度で計測地点を数カ所ランダムに選定する。な

お、屋内での計測は施設者の許可が必要なケースがあり、計測に係るコストが増加す

る懸念があるため、計測は屋外で静止した状態で行うこととする。 

 

（ⅱ）、（ⅲ）で、計測地点の選定を「ランダムな選定」としているのは、計測実施主体

の裁量を可能な限り抑制し、事業者にとって中立的な計測とするためである。なお、フラ

ンス等においてもランダムに選定する手法がとられている。また、「従業者数が多いメッ

シュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッシュ（住宅街）」、「駅が含まれるメッ

シュ」で計測を行うのは、利用者に分かりやすい計測結果を得るためと、昼間と夜間の利

用実態に沿った計測とするためである。 

なお、都市ごとの計測メッシュ数・計測地点数については、常住人口に応じて傾斜をか

けることとし、全体の計測地点数については、現時点では、フランスと同規模（1,500 カ

所程度）を想定している（参考資料 14）が、実証実験の結果を踏まえて最終決定すること

とする。加えて、実証実験では、「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常

住人口が多いメッシュ（住宅街）」、「駅が含まれるメッシュ」の比率等についても検証す

ることとする。 

 

②計測時間 

実効速度等のサービス品質はトラヒックの混み具合に応じて変動するものであること

から、ユーザに当該情報を踏まえた情報提供を行うため、計測時間についてはトラヒック

のピーク時間とオフピーク時間（ピーク時間以外で一般的にユーザの利用が想定される時

間）を設定して計測することとする。なお、トラヒック量が多い時間帯と少ない時間帯は、

計測を行う場所の特性によって異なるため、実証実験の結果を踏まえて、「従業者数が多
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いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッシュ（住宅街）」、「駅が含まれ

るメッシュ」の区分ごとに、土日を含む一週間を通じたトラヒックのピーク時間とオフピ

ーク時間を設定することとする。 

 

③計測回数（同一地点） 

同一地点における計測回数を多くすればするほどたくさんのサンプルデータを収集す

ることができるため、より実態に近い計測結果を得ることが可能になると考えられるが、

計測に係るコストも増加することになる。我が国の通信事業者・調査会社等によるモバイ

ルのサービス品質計測や諸外国におけるモバイルのサービス品質計測では、同一地点での

計測回数が 1回から 5回程度となっているところ、これを参考に、実証実験の結果を踏ま

えて、最終決定することとする。 

 

④計測項目 

我が国の通信事業者・調査会社等によるモバイルのサービス品質計測や諸外国における

モバイルのサービス品質計測では、上り／下りの実効速度に加えて、位置情報、信号強度、

遅延、パケットロス等の計測を行っている。本計測手法においては、これらの例を参考に、

上り／下りの実効速度に加えて、計測結果に関わる位置・時間情報、通信規格、端末情報、

信号強度、遅延、パケットロス等についても参照情報として取得することとする。 

 

⑤データの集計方法 

我が国の通信事業者によるモバイルのサービス品質計測の一部では、同一地点で計測し

た複数のデータのうち、上位と下位のデータを集計の対象から除外する「上下切り」とい

う手法が採用されている。（例えば、同一地点で計測した 5回の計測結果のうち、最上位

と最下位の計測結果を集計対象から除外し、残り 3回分の計測結果を集計対象とする。） 

この「上下切り」を採用することにより、異常値を計測結果の集計対象から除外するこ

とが可能となり、計測の精度が向上すると考えられるが、「上下切り」を採用するために

はサンプルデータを通常の計測に比べて多く収集する必要があるため、計測回数の増加に

よるコスト増も想定される。そのため、「上下切り」の効果を実証実験において確認した

うえで、その採用について決定することとする。 

 

⑥計測頻度 

移動通信分野の技術進歩は早く、新たな高速通信サービスやそれに対応した端末が次々

に登場している。このような状況の中、現状のサービススペックに基づいた実効速度等に

関する情報を利用者に提供するためには、少なくとも１年に１回以上の計測が必要である。 

また、新端末の発売等は、各通信事業者によりタイミングが異なるため、利用者に対し

て適切なタイミングで情報提供を行うためには、各通信事業者の状況に合わせて個別に計

測時期を設定することが適当と考えられるため、計測のタイミングは任意とする。 
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⑦計測端末 

スマートフォンやモバイルルータ等の端末は、機種により対応している周波数、通信規

格（LTE, 3G 等）、OS、CPU 等の仕様が異なる場合があり、この違いにより実効速度の計測

結果にも差が生じる可能性がある。 

代表的な端末でのみ実効速度を計測し、その結果を利用者に情報提供することとした場

合、利用者によっては同程度の実効速度を得ることができず、誤認を招く情報となってし

まうおそれがあることから、実効速度の計測は、差が一定程度生じる端末ごとに実施する

こととする。 

なお、端末の仕様のうち、実効速度の計測結果に影響を及ぼす項目とその度合いについ

ては、実証実験で確認することとし、計測端末の増加に伴うコスト増を勘案して、計測端

末を決定することとする。 

 

⑧計測ツール 

実効速度等のサービス品質を計測するためには、そのツールとして計測用のアプリとサ

ーバが必要になる。これらの計測ツールについては、同ツールにより計測した実効速度が

国別の比較等に将来的に利用される可能性があるため、諸外国の政府が利用しているツー

ルとの整合性等を意識しつつ、実証実験の結果を踏まえて、新たに整備することとする。

また、開発したツールのソースコードについても、公開することとする。計測用サーバの

設置場所や設置数については、実証実験の結果を踏まえて決定することとする。 

 

⑨通信規格 

LTE 等の高速通信サービスに対応したエリアは通信事業者によって異なっているところ、

計測の際に予め各社のエリアの情報を踏まえて通信規格を揃えることは困難と考えられ

る。また、実効速度等の計測の際に通信規格の情報を併せて取得することにより、通信規

格ごとの集計が可能となることから、その結果を広告にも反映可能となる。以上から、計

測ツールにおいて通信規格を取得するための機能を付加しておくことが適当である。 
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２．計測の実施について 

（１）計測の実施に関する基本的な考え方 

実効速度等の計測の実施に当たっては、実効速度の計測を継続的に実施するための「①持

続可能性（過度なコスト負担とならないこと）の観点」、利用者が必要とする情報を適切な

タイミングで提供するための「②新端末の発売やネットワークの展開等に合わせた柔軟な計

測の実施と計測結果の公表の観点」、そして、利用者が信頼できる結果を確保するための「③

事業者中立性の確保の観点」が重要と考えられる。 

①持続可能性（過度なコスト負担とならないこと）の観点に関して、通信事業者の場合、

通常の事業運営の中での計測や、自社社員等のリソースを活用した計測により低コストで効

率的な計測が可能であることから、持続可能性が高いと考えられる。また、実証実験で整備

した計測環境を活用することにより、計測コストの低減を図ることが可能であるため、持続

可能性を高める観点から、同環境を有効活用することとする。 

②新端末の発売やネットワークの展開等に合わせた柔軟な計測の実施と計測結果の公表

の観点に関して、新端末の発売やネットワークの展開のタイミングは、各通信事業者により

異なるため、ユーザに対して適切なタイミングで情報提供を行うためには、通信事業者によ

る計測が適当であると考えられる。 

①持続可能性（過度なコスト負担とならないこと）の観点及び②新端末の発売やネットワ

ークの展開等に合わせた柔軟な計測の実施と計測結果の公表の観点から、通信事業者による

計測の実施が効率的と考えられるが、その際、③事業者中立性の確保の観点から、実施プロ

セスの共通化を図ることが必要と考えられる。また、通信事業者は、計測の実施に当たって

発生する費用等を理由に、新たに利用者の負担を増加させないことについて留意が必要と考

えられる。 

 

（２）事業者中立性を担保するための共通化プロセス 

前述のとおり、通信事業者による計測において事業者中立性を担保するためには、実施プ

ロセスの共通化が必要であり、①計測場所の選定から、②計測の実施、③計測結果の集計、

④計測結果の公表・広告表示への反映に至るまでの一連のプロセス（図表 3-3 参照）の共通

化を図ることとする。 

 

①計測場所の選定 

計測場所の選定に関しては、国（総務省）等の事業者中立的な視点に留意可能な機関が

行うこととする。また、その際には、計測を実施する個別の通信事業者ごとに計測場所を

緯度・経度まで指定することとする。これにより、計測場所の選定において、実施主体の

裁量を抑制することが可能になると考えられる。 

 

  



24 
 

②計測の実施、③計測結果の集計 

計測の実施及び計測結果の集計に関しては、通信事業者ごとの計測場所の選定から一定

期間（2カ月程度を想定）内に計測を完了させることとする。これにより、通信事業者に

よる基地局の整備等の事前の対策を抑止することが可能になると考えられる。 

また、計測環境を統一するため、共通の計測サーバを利用することとし、その際には、

国（総務省）が実証実験で利用した計測サーバを有効活用することとする。これにより、

実施主体のコスト負担が低減されるとともに、取得したデータから計測状況を把握できる

体制の整備が可能になると考えられる。 

 

④計測結果の公表・広告表示への反映 

計測結果の公表・広告表示への反映に関しては、計測実施主体である通信事業者のホー

ムページに計測結果の詳細（計測地点ごとの全計測結果）を掲載することとする。これに

より、計測結果や広告表示に記載される実効速度の透明性が確保されると考えられる。 

 

図表 3-3 実効速度等の計測の一連のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

②通信事業者ごとの計測場所の選定から一定期間（2カ月程度）内に事業

者の調査員が計測を完了 

③事業者共通の計測サーバを活用し、各事業者の計測時の状況（場所、時

間、計測回数等）を把握可能な環境で計測結果を蓄積・集計 

④計測結果の公表（計測地点ごとの全計測結果）及び広告表示への反映 

①国等の事業者中立的な視点に留意可能な機関が、計測を実施する通信事

業者ごとに計測場所（緯度･経度）をランダムに選定 
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３．計測結果の利用者への情報提供手法について 

（１）計測結果の利用者への情報提供手法に関する基本的な考え方 

実効速度等の計測結果を利用者に適切に情報提供するためには、以下の二つの観点のバラ

ンスを確保することが必要と考えられる。 

・一般利用者にとって分かりやすく誤認しにくい表示であること 

・一般利用者にとって必要と考えられる情報の表示であること 

通信事業者が実効速度等の計測結果を利用者に情報提供するための媒体としては、①通信

事業者のホームページ、②広告（テレビ CM、紙面広告）、③広告（総合カタログ）が考えら

れるところ、それぞれの媒体における公表方法については、上記の観点を踏まえ決定するこ

とが望ましいと考えられる。 

 

（２）計測結果を利用者に情報提供するための具体的手法 

①通信事業者のホームページ、②広告（テレビ CM、紙面広告）、③広告（総合カタログ）

は、掲載できる情報量（掲載スペース）や利用者が閲覧可能な時間等が異なるため、それぞ

れの性格に応じて、公表方法を以下のとおりとすることが望ましいと考えられる。 

 

①通信事業者のホームページ 

実効速度の計測が利用者の居住地や関心のあるスポットの付近で実施された場合等、計

測地点ごとの詳細な結果を把握したいという利用者のニーズや計測結果に対する透明性

の確保を図る観点から、通信事業者のホームページには、全ての計測地点における結果を

公表することが適当である。 

また、全ての計測地点における個別の結果の公表に加え、利用者が計測結果を容易に理

解できるよう、後述する通信事業者の総合カタログ等に表示される一定幅をもった実効速

度のほか、都市部と各地域等で計測結果に顕著な特性の違いが生じた場合には、地域別の

実効速度等について必要な説明を添えて分かりやすく公表することが望ましい。 

 

②広告（テレビ CM、紙面広告） 

テレビ CM や紙面広告は、利用者に情報提供を行う際に、利用者が接する時間や掲載ス

ペースが限られている広告媒体であるため、利用者の誤認を招かぬよう配慮が必要と考え

られる。通信事業者がテレビ CM や紙面広告に通信速度の規格値や通信事業者が独自に計

測した実効速度の計測結果を掲載する場合、これに本計測手法で計測した実効速度の計測

結果等を併記することは、掲載スペースの都合上困難な場合があり、また、掲載できたと

しても、利用者が短時間で計測手法等の違いについて理解した上で、それぞれの数字の持

つ意味を正確に把握することは必ずしも容易ではなく、混同させるおそれがある。 

そのため、テレビ CM や紙面広告のように利用者に情報提供を行うための時間や掲載ス

ペースが限られている広告媒体については、まずは、計測結果を公表するホームページの

閲覧を促す仕組みを構築し、利用者が必要に応じて確認できるようにするとともに、具体
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的な情報提供手法については、引き続き広告表示に関する関係業界団体において検討を進

めることが適当である。 

 

③広告（総合カタログ） 

利用者が適切にサービス選択を行うためには、規格上の通信速度と実効速度の乖離につ

いて情報提供することが必要である。そのため、通信事業者の総合カタログ等の規格上の

通信速度が記載されている広告媒体には、各通信事業者の計測結果に基づいた実効速度に

ついて解説するページを新たに設けることとし、当該ページには計測結果を公表するホー

ムページのリンクについても併記することが適当である。なお、当該情報は、各通信事業

者が訴求する通信速度に対する期待値のギャップを補完するための情報であることから、

全通信事業者の全体の計測結果ではなく、各通信事業者の個別の計測結果に基づいたもの

が適当である。 

また、実効速度の表示方法としては、固定値（平均値・中央値等）や一定幅（計測結果

の最大値・最小値を加味した値等）で表すこと等が考えられるが、固定値（平均値・中央

値等）は、利用者が断片的に情報を捉え、誤解するおそれが高まるため、事業者共通の一

定幅を持った値により、利用者が得られる実効速度に関する期待値をより実態に即した形

で伝えることが適当と考えられる。ただし、実証実験の結果を踏まえ、利用者にとってよ

り分かりやすい表示方法が確認できた場合には同方法を採用することも考えられる。 

なお、利用者に多様な情報を提供するという観点からは、本計測手法で計測した全国的

な実効速度の計測結果に加え、通信事業者が独自に追加的な場所や環境等（車、電車、ラ

ンドマーク的な施設等）で計測した結果を表示することについて妨げる必要はないと考え

られるが、これらを表示する際には、利用者に誤解を与えないよう計測条件を利用者が把

握できる形で掲載することが必要である。 

加えて、現状よりもさらに高速化が進んだ通信サービス（300Mbps の LTE 等）が新たに

登場した場合、当該サービスについて登場後すぐに実効速度を計測すると、利用者が少な

いために実態とかけ離れた計測結果となってしまうおそれがあるため、このような新サー

ビスについては、一定程度普及した段階で速やかに実効速度を計測し、利用者に情報提供

することが適当である。ただし、通信事業者はそれまでの間、当該サービスについて、利

用者の増加に伴い実効速度が下がることを示すシミュレーション結果等をホームページ

に掲載すること等により利用者のリテラシー向上に努めることが必要である。 
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第４章 今後の対応 
 
１．実証実験で検証すべき事項 

計測手法の中には、計測を行う都市数・地点数や一地点当たりの計測回数のように計測結

果のばらつき等を踏まえて最終決定することが必要な事項が存在するため、これらの検証の

ために国（総務省）が実証実験を行うこととする。 

実証実験においては、本計測手法による計測の誤差を一定の範囲内に収める等のため、具

体的には以下の事項の検証が必要と考えられるところ、統計やブロードバンドの品質計測の

専門家等の意見を踏まえながら実施することが適当である。 

また、実証実験においては、将来の移行を見越した「一般ユーザによるアプリ計測」方式

に必要な計測ツールについてもあわせて開発し、同方式の検証に向けた準備を進めることが

望ましい。 

 

【実証実験で検証すべき事項等】 

○「計測員による実地調査」方式における計測手法 

  ・計測を行う都市数、地点数 

  ・「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッシュ（住宅

街）」、「駅が含まれるメッシュ」の比率 

  ・計測の対象とする「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が

多いメッシュ（住宅街）」の従業者数と常住人口の閾値 

  ・大都市と地方都市における実効速度の違いの有無 

  ・一都市における最低限の計測地点数 

  ・「従業者数が多いメッシュ（オフィス街・繁華街）」、「常住人口が多いメッシュ（住宅

街）」、「駅が含まれるメッシュ」ごとのトラヒックのピーク時間とオフピーク時間 

  ・計測回数による誤差 

  ・上下切り（同一地点で計測した複数のデータのうち、上位と下位のデータを集計の対

象から除外する手法）が集計結果の精度に与える効果 

  ・端末の差（対応周波数、通信規格等）が計測結果に与える影響 

  ・その他（モバイルルータによる計測の際の留意点等） 

 ○計測員による実地調査方式及び一般ユーザによるアプリ計測方式の双方で利用可能な

計測ツールを諸外国との整合性等を意識した開発、計測サーバの仕様・設置場所等に係

る要件 

 ○国（総務省）等の事業者中立的な視点に留意可能な機関が計測地点をランダムに選定す

るためのソフトの開発 等 

 ○広告（総合カタログ等）において実効速度を一定幅で表示する場合の集計手法 等 
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２．広告表示への適用方法の詳細検討等 

広告表示への適用方法を含む計測結果の利用者への情報提供手法については、「第３章 

３．計測結果の利用者への情報提供手法について」において基本的な考え方を示したところ

であるが、広告での具体的な表示内容については、この基本的考え方と実証実験の結果、他

業界の広告表示等を踏まえつつ、広告表示に関する関係業界団体において検討を進めること

が適当と考えられる。なお、当該検討においては、利用者視点をしっかりと取り込めるよう

留意するとともに、利用者にできる限り早く実効速度に関する情報提供ができるよう実施体

制を速やかに準備していくことが必要である。 

また、広告表示に関する関係業界団体における検討と並行して、通信事業者による利用者

への実効速度に係る説明の手法・内容（対面販売機会の活用等）についても同様に利用者視

点に配慮しながら検討を進めることが望ましい。 

加えて、通信事業者においては、前述のとおり計測の実施に当たって発生する費用等を理

由に新たに利用者の負担を増加させないことについて留意するほか、実効速度をすぐに計測

することが困難な新サービスに係る利用者への情報提供においても分かりやすい情報提供

を心がけることが必要である。 

また、本計測手法は、全てのモバイル通信事業者に適用可能なものと考えられるが、計測

の実施、計測結果の公表、広告表示への適用は、利用者の大半を占め7、かつ MVNO（Mobile 

Virtual Network Operator）8のサービスインフラ基盤ともなる MNO（Mobile Network Operator）
9が、まずは、先行して対応していくことが適当と考えられる。 

なお、MVNO の広告表示における実効速度の表示方法については、広告表示に関する関係

業界団体と連携した検討の中で、MNO の計測結果の活用の可能性を含めて検討し、これと合

わせて MNO と MVNO の同時期の広告への適用の可能性についても検討することが適当と考え

られる。 

また、利用者によるサービスや端末の選択に当たり、規格上の通信速度と実効速度の乖離

が問題となるのは、主に高速通信サービスやそれに対応した端末の場合であると考えられる

ことから、計測の実施、計測結果の公表、広告表示への適用は、高速通信に対応したスマー

トフォンやモバイルルータへの適用を優先することが適当と考えられる。 

 

 

  

                                                  
7 2013 年 12 月末時点において、移動通信サービス全体（携帯電話・PHS・BWA）の契約数は、1億 5,325

万であり、そのうち MVNO サービス全体の契約数は 1,375 万となっている。 
8 「MVNO」とは、自ら無線局を開設せずに、MNO の提供する移動通信サービスの利用又は MNO との接続に

より移動通信サービスを提供する電気通信事業者を指す。 
9 「MNO」とは、自ら無線局を開設・運用して移動通信サービスを提供する電気通信事業者を指す。 
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